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貿 易 と 成 長 の 理 論 g

— 2 部 rう3 要素モデルによる——

大 山 道 広

序

- ヘクシャー = オリーン型の2 部門モデルは，現代の応用経済学の形成に重:要かつ広範にわたる役
( 1)

割を演じている。なかでも， ストルパーニサミユ エ ル ソ ン （1941) ,サミ ユ エ ル ソ ン （1948, 1949) ,リ

ブチンスキー（1955), 天 賺 (1964)y ジョーンズ（1965)等によって論じられた国際質易の要素均;率分

析と，宇 沢 （1961, 1963), ミード（1962), 高 山 （1963), ドランダキス（1963)等によって展開された
( 2 ) '

経済成長の2 部門理論はその最たるものであろう。同モデルのいちじるしい特徴のひとつは，ただ 

2 種類の生産耍素が存在し，経済の各部門で共通に用いられると仮定していることである。この仮 

定は，種々の分析の方法や結論と切り離しがたく結びついており，そこで得られた命題が驚くべき 

ものであればあるはど，モデルの r非*現ま性」と理論の制約性を生み出すカルプリットとして浮び 

上るように思われる。

たとえぱ，貿易理論の分野，でかつてはなやかに脚光を浴びたr耍素価格均等化」の命題は，生産 

要ぎの数が生産物の数を超克る場合には，一般に妥当しないことがよく知られている。また，国際 

分業の説明要因として用いられる要素賦存比率や要素集約度の概念は，多数の生産耍素が存在する 

経済ではあまり明確な意味をもち得ないと考えられる。もちろん， 2 部門成長分析で論譲の的にな 

0 た r資本集約度J 条件にしてもその例外ではない。それは, 資本と労働の2 要素力他産に用いら

* 本搞の一部は，本盤近代化研究会の蒲郎シンポジューム（1974年 3 月）で報告したものである。その際，贵ffiな助言を寄  ̂
せられた会員の方々に御礼ホし上げたい* また，本稿のiy礎となる研究は，近代化骄究会ならびに松永記念科学振興財回か 

らの研究钱補助を得て行なわれた。ここに記して，感謝の意をましたい。

注（1 ) ヘクシャー (1919) の先賊的がf究と，それを受け継いで発展させたオリーン（1933) の労作にもとづく。サミユユル 

ソ ン （1948, 1949) の貢献をffi祝して，へクシャ-■ニオリーン= サミユプ•ルソン . モデルといわれることももる。

(2 ) 両分野の諸文献や主要成架については，天 野 （1964〉，ないしジg —  ン ズ （1965) に詳しい。いずれも，統一的な手法 

によって，ヘクシャーニオリーン. モデルのぼ躲と成長の理論への応川を明快に論じ，展望している。 また，同モデル' 

のもを造と用を幾何学的に分析したジg ン ソ ン （1971) の参照もH 的によゥては有益であろう》 .
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れるというモデルの偶有的な特性に多分に依存しており，より一般的な設定の下ではたして有意味 

な内容をもち得るかどうか疑問である。

こうした難点は，ヘクシャーニオリーン . モデルの応用として論じられる諸問題の解法や分析の 

結果に関するものタもる。しかし，その応用として有効に扱うことのできない諸問題の存在にも十 

分注意する必要がある。特定のモデルの酷使は，たんにその限界的な利用価値の適減に導くだけで 

なく， r盧の髓から天弁親くJ 行為のように視界の狭脇化を招く虞れなしとしないからである。 応 

用経済学の諸分野で，ヘクシャーニオリーン • モデルを補完する新しい，オペレーショナルな理論 

模型の開発が希求される次第である。

この点で注目ざれるのは，チミン（1966)が論じ，ジ3 — ンズ（1971)によって克明に分析された2 

部門3 要素モデルである。その基本的特徴は， 2 部門に共通の生産要素として労働を逾定するほか, 

各部門に固有な生産要素の存在を考慮する点に晃出される。本稿では，このモデルを用いて，貿易 

理論および成長理論の諸問題を解明するが，その目的は，従来 2 耍素の仮矩の下で等閑に付されて 

いた事柄に目を向け，その細部に分析の光を照射することである。

ま,ず次節では，ジョーンズニテミン流の2 部門モデルの生産構造を説明する。ついで第3 節では， 

経済の各部門に固有の生産耍素が存在する場合，貿易理論の若干のa 要愈題がどのように変るかを 

論じる。また，簡単な需要側の想定を導入してモデルを完結する。これら2 節の叙述の大半は，ジ 

ョーンズ（1971)の研究に基礎をおいており，第 4 節以降に展開する本稿の新しいこころみの布石と 

なるもである。 ，

第 4 節では，.このモデルの動学化の一方向として，各部門で他部門の生産物を蓄積し，資本スト 

ックとして利用する-^種の動学的レオンチィュフ体系を考え，その均斉成長径路の安定性を論証す 

る。その場合，これまでの理論と違って，資本集約度条件や弾力性条件を必要としないことが特徴 

的である。第 5 節では，前節で論じた均斉成長径路のうち，人々が消費から得る満足の水準を最高 

にするものの特性として，各部門の資本利子率が成長率に等しくなっているという「黄金律」を導 

き出す。さらに，この黄金律が充たされている場合，生産の諸係数が需耍の変動から独立に一定で 

ちることを明確にする。これは動学的非代替定理の一変種でもる。第 6 節では，モデルの動学化の 

もうひとつの方向として，各部門がその生産物の一部を留保し，資本ストックを形成していく内部 

蓄積型の経済を想定し，ふたたび均斉成長径路の安定性，黄金律，さらには非代替定理など前2 節 

と平行的な諸問超を検討する。第 7 節では，動学化の第3 の方向として，労働，資本とならんで土 

地を生産要素とじて考慮し，その場合の経済成長のあり方について新古典派的と古则派的の2 つの 

ヴィジ3 ンを提示する。最後に，第 8 節はまとめとノートにあてられる。

17(557)
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2 2 部 門 3 要素モデルの構成

0 民経済が第1 , 第 2 の 2 つの部門からなるものと考えよう。これは，エ寒部門と農業部門でち 

っても，輸出部門と輸入代替部門であっても，都市部門と旧園部門であっても，物財部門と用役部 

門であってもよく，また資本財部門と消費財部門というように解釈してもよい。各部門では，労働 

と特殊の生産要素（以下，特殊要素と略称）を用いて単一の生産物を作り出している。 第 1 部門め生 

産物は第1財，第 2 部門のそれは第2財である。

労働は两部n の間を自由に移動し，どちらの部門でも生ま活動に従事することができる力;，各部 

門の特殊要素はそのような可動性を欠いているものとする。特定の目的のために設計された機械， 

建物などの生ま設傭は，転用したり，他の場所に移すことが難しく，特殊要素の一例と考えられる。 

また，独特の用途をもつ天然資源や技能用役，あるいは企業や産業に固有の経営資源もこの範禱に 

属する。

本節では，ジョーンズ（1971)に做い，この経済の一時点の均衡をとり上げることにしよう。利用 

可能な労働量をL , 第 J 部門の特殊要素の賦存量を/ら，その生産水準をr ゴけ= 1 , 2 )で表わそう。 

第 J 財 1 単位の生産に必要な労働と特殊要素の投入掌をそれぞれも•，（IんG'ニ1 , 2 )で示し，各耍素 

の完全利用，すなわち，

(2.1 ) di lY" I —K I

(2.2) atiY  2 —Kz

(2.3) +(Xl2Y"2 ニ jfj

を想定する。（2.1), ( 2 . 2 )および（2 . 3 )の左辺は，それぞれ2 つの特殊要素と労働に対する産業 

需要であり，右辺の供給と等号で結ぱれている。

つぎに，第 j 部門の特殊要素のレントをT j , その生ま物の価格をル (ゴ= 1 ,2),そして労働貧金 

卒を ^̂ で̂表わすことにしよう。競争的環境の下で，各部門の価格が単位生産費に一致しているもの 

として ，

(2.4) ニか 

(2. 5) «2 27*2 +  ttL2W ニ り2

という関係を仮定する。（2.4), (2. 5 )の左辺は，それぞれ第1 , 第 2 の各部門の単位生産費を，質

金費用とレント費用の和として示したものである。右辺の価格との均等関係は，いわゆる r完全帰
(3 )

属J のま現にはかならない。

注（3 ) 完全掃属が成* するための充分条件は，各部門の生途观数が1次同次で，耍素の報酬率がその限界生力価値に等し 

いことであ>る。以下，この条件を仮定する。 .

 * 18 (255)
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完全利用の条件（2.1), (2 .2), (2. 3 )は，経済の数量® の基本的な関係であり，完全帰属の条件

(2 .4 ), (2 .5 )は，価格® のそれを表わしている。い ま L , も，？)J という5つの変数をバラメタ一と 

すれぱ，それらは， という5 つの未知数をふくむ斉合的/̂ :方程式体系を構成する。各部門 

の生産係数a u は，最小費用の法則によって，そこでのレント，貧金比率 r j i u のみに依存すると 

考えられ

(2 .6 ) aij=dij(X jlw) (ぶニ 1,2, 1/ Jニ 1 ,2)

.と書けるからである。ヘクシャーニオリーン型の 2 部門モデルの場合，生産要素の報酬率は，完全 

帰属条件を通じで財価格だけから決定され，その意味で価格面の遊本的な関係が数量面のそれから 

分離可能である。有 名 な 「要素報酬率均等化 J の命題は， この分離可能性に基礎をおくものである。 

現在の設定の下では , 完全掃属の条件は完全利用の条件から分離可能でなく， したがって報酬率均 

等化の命題もなりたたないことはいうまでもない。

このモデルの構造を一層明確にするため，以上の譜関係を変化形でとらえなおすことにしよう。 

<2.4), (2 .5 )を微分し，.最小費用の法則を考慮して整理すると 

■ (2.7) <?11や1+化1̂ >̂ニル

(2. 8 ) び221や+ 'ん2ホ= ル

‘の 2 式 が 導 か れ た だ し 変 数 の 上 の サ ー カ ム フ レ ッ ク ス 八 は 微 小 変 化 率 を 表 示 す る も の と す る 。 

たとえぱ，ルニ#1/り1である。めパえ第J 部 門 に お け る 労 働 の 分 配 シ ュ ア ん は 同 じ ぐ 特  

殊要素の分配シュアレかS j ) である。 （2.1),(2. 2 )お よ び （2,力を微分することにより 

(2. 9 ) ん1ぴ1や1 +ん2ぴ2や2— （ん1(̂1 + ん2ぴ2)め= — (ん1ん1+  >1&2̂：2)

という表現が得られる。た だ し ん ；は 第 :/部門で用いられる労働の配分比率（ム/ム)，小文字のも ­

は， き J 部門の特殊耍素の i 义あたり賦存量（ゐ で あ る 。 また，びゾは第ゴ部の代替の弾力性 

を表わし

( 2 . 1 0 )ぐ一a L iニー0みや厂☆ ) 0 '=1 ,2)

，によって定義される。各部門の等量曲線力'；原点に対して凸の形をしていれば，代替の弾力性は正の 

値をとる。以下ではそのように仮定しよう。

(2 .7 ), (2 .8 )および（2. 9 )をん，W に関して解き，各部門のレント.貧金比率の変化をもとめる

'と

- (jpl —ル) — (ん1ん +  I

(2.12) =  - +

注（4 ) 各部門の生産関数は代替可能であって，しかも1次同次の性質をもつものと仮定している。注（3〉参照，

( 5 ) 最小费;IIの法則によって，各部n のレント. 賞金比斯主，労働と特殊要紫のinjの服界代替率に等しく，0sidj}+0t，idt,, 
= 0 となることを利用している。

■—  19(259)一 - -
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のようになる。ただし •

ゎ ん 1を + ん を

である。他の条件が一定であれぱ，各財の相対価格の騰貴は，その部門のレント • 賞金比率を高め , 

他の部門のそれを低めるように作用することがわかる。 しかし，各部門の特殊耍素の賦存量の変化 

もまたレント• # 金比率に影響をおよぽすことに注意しよう„ これは，ヘクシャーニオリーン壁の 

2 部門モデルには見られない特徵である。

各部の生産量の変化は，（2.1), (2.2) の微分によって

(2.13) 仏 ニ — <?.n 

- (2 .1 4 )タ2 ニた2 — ̂ 22

とまわされる。ここで，小文字の2/iは，第ゴ部門の1人あたり生産量である。 代替め弾力性の定 

義 （2.10) と最小費用の法則から

( 2 . 1 5 )在パニーかびゴ(ゃ广"1̂)) 0'=1,2)

という関係が導かれる◊ そこで， a 11),(2.12), (2.13), (2.14) より ：

(2 .16) か一力2 ニび>5 (於 一 ぬ +  (么 一 ね  びI 一 ' ^ ^ び2) ひ ふ + もん）

を得る。ただしびSは供給側の代替弾力性を表わし、，

である。相对価格が不変のとき，各部門の特殊要素の1人あたり賦存量が増加すると，その部門の 

生産量が他の部門のそれに比して増大することが確められよう。逆に，特殊要素の1人あたり賦存 

量が一定のとき，各財の相対価格の騰貴は，その部P*3の相対生産量を拡張するようにはたらく。こ 

れは，一定の要素賦存の下で, 経済の生産可能性⑩線が原点に対してIHIの形をしているということ 

である。 . ’ .

欲 ‘ - ■
3 特殊要素と贸易理論

前節で導いた諸関係は，ヘクシャーニオリーン型の2 部門モデルにおいて，ストルバ一ニサミュ 

ュルソン定理ならびにリプチンスキー定理として知られる命題に対応している。賀易理論で重耍な 

位置にる商定理との対比上，それらの経済的IS用についてややたち入って見ておくことにしよう。

注（6 ) ここで，ル/ % は，第ゴ部i"Jの労働の限界生力 lUl線の卸-力性である，ジg — ンズ(19n), 7 ページ，注 ⑧ 参 照 。 

( 7 ) それぞれストルパーニサミュュ•ルソソ (1941)とリプチンスキ一(1955)によってi !■出された。前者は，財の棚対価格 

の敦M匕と要素の報酬率比5だの变化との閲係を明らかにし後あは，要素Pが f.比の変化と財の相対生産廣の変化との 

'係を明らかにするものである。 ，

一 一 - 20(260)
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世界市場で価格支配力をもたず，そこでの交易条件を所与として行動するようないわゆる「小国」 

を想定しよう。この0 が第 1財を輸出し，第 2財を輸入しているものとして，輸入関税の賦課が国 

巧所得分配にどのような影響をおよぽすかというストルパーニサミュエルソン定理の間題をまずと 

り上げてチよう。諸財の国際価格が不変であれば，輸入関税の賦課は，第 2財の国内価格を高め， 

<2.11),(2.1.2)から知られるように，第 1部門のレント . 貧金比率の下落，第 2 部門のそれの上界 

をひきおこすであろう。 このとき（2 .11 ),(2 .12 ) と同様にして得られる

(3. 2 ) l y— 02)  +  (ん1ぶ1 +  ん2ぶ2) }

によれば，労働賞金率は，第 1財の価格に対して騰貴し，第 2 財の価格に対して減価することがわ

かる。 したがって，輸 入 （輸出） 1̂̂が賞金財であれぱ，実質貴金率は下落（上昇）するといえよう。

< 2 .1 1 ), (2 .1 2 )と （3.1), ( 3 . 2 )を辺々加えることにより，各部門の特殊要素のレントを価格でデ

フレートした値の変化率をもとめることができる。輸入関税をかけると，輸入代替産業である第2

部門のレントは雨財の価格に対して騰貴し輸出産業である第1 部門のレントは雨財の価格に对し

て減価することが知られよう。つまり，輸入代替産業のレントは実質的に上昇し，輸出産業のそれ

は実質的に下落ずるわけである。

ストルバ 一ニサミュュルソン定理では，輸 入 開 税 の 賦 は , 輸入財の国内相対価'格の騰貴を通じ

て，輸入代替産業で集約的に用いられる生産要素の务質報酬率の上昇，輸出産業で策約的に用いら

れる生産要素のそれの下落にみちびくものとされている。各産業でま約的に用いられる生産要素と

いう代りに，その特殊耍素という語を用V、れぱ定现の主張が現在のモデルにももてはまることは

明らかである。 しかし，，ヘクシャー = オリーン . モデルの場合とちがって，輸入関税が，輸出産業

の懷牲において輸入代替産業を保護する効果を，もつというュュアンスが強くなることに注意すべき
( 8 ) ,

であろう。

つぎに，生産要素の賦存量の変化が「小国」の生産パターンをどのように変えていくかというリ

プチンスキー走理の問題を考えてみよう。すでに指摘したように , 各部門の特殊要素の1人あたり

赋存量が増加すると，その部門の生産量は他部門に比して増加するであろう。その場合，（2.11),

(2 .12〉から，各部門のレント，賃金J：ヒ率が下落するので，特殊要素で労働を代替しようとする傾向

が生れ，' 生産係数 ( h iは増大すると考えられる。ね 13), (2.14) r 示すように，生産量の7ぶ化率は，

特殊要素の賦存量の変化率と生廣係数の変化率の差で表わされる。 したがって，いま輸出産業

注（8 ) ，ヘクシャー= オリーン，モデルでは，すべての生ま耍素が産業問をiH山に移動するため，各廣第とIな結した利益者集 

団が存在する金地はないと考えられる。これに対して，现在のそデルの場合, 各産業を固有な特殊耍索（たとえは’経當 

資源) の所有者という形でそれが存在する可能性がもる。ある産業を. r银牲J にしたり，•■保讓丄したりすることは，と 

りもなおさずそうした特殊5?素の所ホ者を経済的に傷つけたり' 潤わせたりすることである， ‘ .

 21(5^i) —— *
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の特殊要素の賦存量のみが増加したとすると，輸入代替産業の生産量は減少し，輸出産業のそれほ 

増加するが，その増加率は，特殊要素の賦存量の増加率には及ぱないことがわかる。

リプチンスキー定理によると，輸出産業でゴぶM■细勺に用いられる生産要素の供給量の増加は，その 

生産量の増大，輸入代替座業の生産量の減少をもたらす。ここでもまた，輸出産業で集約的に用い 

られる生産耍素という代りに，その特殊要素という譲を挿入すれば，この結論がそのまま妥当する 

ことはいうまでもない。ただし，ヘクシャーニオリ，-ン •モデルでは ， 2 つの生産耍ぎの供給量が 

等率で増加するような場合，その生産バターンへの作用はまったく中立的であるのに，現在のモデ 

ルでは一般にそういうことがいえない点が特徴的である。（2. 1 (3 )において，：̂1=;^2=0,ん二をニ 

とすれぱ

. . k (
リ1—"2 ニ一-

となる。つまり，両部門の特殊耍素め賦存量が等率で増加するような場合でも，それぞれの代替弾

力性や分配シュアの比に相違があるかぎり，相対生産量は変化することになる。これは，各部門や

レント，賞金比率が下落する結果，資本係数ゴの引上げが行なわれ， しかもその程度が部門によ

ってまちまちとな‘るためである。資本係数の上昇は，労働の分配率が比較的高く，代替の弾力性が

比较的大きい部門でとくにいちじるしく，その部門の相对生産量の減少という結果をもたらすので
(9)

ある。 、 -

さて，これまで論じてきたのはもっぱら経済の供給面に関する事柄である。ここで，モデルの記 

述を完結するため，雨財の需要量の比率が相対価格のみに依存してきまるという簡単な想定を設け 

よう。この想定は，同次的な需要関数

(3.3) .

によって表わされ;i )。（3.3) の変化形をもとめると

(3.4) 仏一仏ニー  Ooilh—ih)
■ (10)

のようになる。ただし，びのは需要側の代替弾力性を表わし，非資であるものとする。開放された

「小国Jの想定をやめて,各財について国内の需給がバランスするように相対価格の調體が行なわれ
(11)

るものとしよう。経済体系の微小焚化の前後を通じて,こうしたぢ鎮経済の均衡が維持されるもの 

とすれば，（2 .1 6 )と （3 . 4 )に示される相対生産量の変化率は相；2：に等しくなけれぱならない。こ

注（9 ) リプチンスキー定迎とのもうひとつの違、、は，今の場合，特殊gij素の賦存13:の増加がその部門の生産iftの比例以上の 

播加に填くというr拡大効果J が認められないことである。「拡大効果Jについては，ジg — ンズひ965) 561ページ，同 

(197り 11ページ参照。

( 1 0 )いわゆる需耍法則が充たされることは，そのための充分条件であって，必要条件ではない。

( 1 1 )そのような価格を均衡価格という，どんな価格の下でも各财に対して何がしかの需要があるものとすれぱ，均衡価搭 

のギ祐1が保諷されよう。

2 2 (26 2 )-----
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のとき，相対価格の変化は

と表わされる。これより，各部門の特殊要素の1 人あたり賦存量が増加すると，その部門の生産物 

の均衡相对価格が下落することが知られよう。 ’

いわゆるヘクシャーニオリーン定理は， 2 部門 2 要素の想定の下で，同一の同次的需要関数をも 

ち，生産の技術的条件を同じくする2 つの国について，その国際分業のパターンを商国の要素賦存 

比卒から説明しようとするものである。同定理によると，ある要素の賦存比率の高い国は，生産過 

程でその要素を比較的多量に用いる財に比較優位ぶもつといわれる。いま，，資本と労働という2 種 

類の生産要素を考えれぱ，資本豊富な国は資本藥約的な財に,労働豊富な国は労働巢約的な財に特 

化するということである。これに对して，各部門に固有な特殊要素の存在を前提とする現在のモデ 

ルの場合，どのような分業原理が妥当するであろう力 

'議論を明確にするデこめ，《国およびバ国という2 つの国を考えよう。この雨国が同じ需要関数と 

生産開数をもっているものとすれぱ，封鏡経済下の;;^衡相対価格と特殊要素の1 人たり賦存量と 

の関係は雨国に共通で，（3.5) によって与えられる。な国の特殊要素の賦存量をも/, |9国のそれを

A；/ G 'ニ1 , 2 )で表わし

も。さも

であって，すくなくともひとつの不等式が狭義になりたつものとしよう。このとき，両国の封鎖経 

済の均衡を比較すると，（3 . 5 )力、ら，第 1財の相対価格は《国で0 国よりも低いことが判明する。 

第 1 図はこの関係をグラフで示したものである。いま，かりに両11の第2 部門の特殊要素の1 人

第 1 図

k.

23(265)
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あたり赋存量が等しく，ちる水準に与えられているものとして，第 1財の相対価格と第1 部門の特 

殊耍素の1人あたり賦存量との関係を描くと，第 1 一 ct図の曲線のようになる。この右下りの曲線 

は而国に共通のものでf c り，《国の第1 部門の特殊耍素の1人あたり賦存量が0 国のそれよりも大 

であれぱ，第 1財の相対価格が《国で国よりも低くなることを明示している。第 1 一 図は，南 

国の第1 部門の特殊耍素の1人あたり賦存量が等しく，ある水準に与えられているものとして， 《 

国の第2 部門の特殊要素の1人あたり賦存量がだ国のそれよりも小であれば，同じ結論がなりたつ 

ことを示すものである。このように限定された意味で，第 1 部門の特殊要素を豊富にもつct国は第 

1財に，第 2 部門の特殊要素を豊にもつ国は第 2 財に比較優位があるということができる。 

いうまでもなく’この結論は

k "  ^  k、0
'W ^ '~ k 7

でもれぱ，《11は第 1 財に， iS国は第2財に比較優位があるという命題を意味するものではない。

実際，両国の特殊要素め賦存比率に異同がなくとも，その1人あたり賦存量が違っていれば，雨国

の相対価格は一般に均等化しないであろう。いま，各部門の特殊要素の賦存量が両国で等しく， «

国の労働供絵量が0 国のそれを上まわりているような場合を考えてみよう。両■に共通な相対価格

の下で河部門で用いられる資本係数の比率, ひいては相対生産量は，一般に国ごとに異なると考え

られる。 リプチンスキー定理の関係についての考察から明らかなように, 労f動豊富なa 国で/?国に

くらべて資本係数の比率が小さく, 相対生産量が大きくなるのは，労働の分配率が比較的高いか，

あるいは代替の弾力性が比較的大きい部門である。特殊要素の賦存比率が同じ'であっても， 国は

そのような部門に比較優位をもつ'であろう。労働の乏しい0 国は, 逆に，労働0 分配率が低いか，

ぶるいは代替の弾力性の小さい部門に比較優位をもつことになる。

- *

4 動学的レオンチイュフ体系

これまでの研究は，ジョーンズニテミン流の2 部門3 要素モデルの一時点の均衡とその1 回かぎ 

りの変化に関するものであった。本節では，一転して経済成長の問題に目を向けよう。モデルの動 

学化をはかるため，第 1財も第2 財も，消費財としても資本財としても利用可能な合成財であるも ’ 

のと考える。まず，各部門が他部門の生産物の一部を固有の資本財〈特殊要素）として用い， 蓄積 

していくようなケースをとり上げよう。これは一種の励学的レオンティエフ体系である。

館 j 部門の每時点の生産物の一定割合Sj ( j ニ1,2 )が貯蓄され，他部門の資本ストックに加えられ, 

残 り の （1 一Sプ）という割合が消費されるものとしよう。また，労働の成長率は正の定水準n に外生 

的に与えられているものと仮定する。律 j 部門の賛本ストックがIEの定率 dj 0,ニ1,2)で損耗してい 

くものとすれぱ，この経済の資本蓄積のメカニズムは ‘ .

一丁.-.-. -J 24 (264*) *™—^
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(4 . 1 ) ニ  t  一  (《+ も） (0 < S 2< 1 ) 、

(4 .2 ) ^2=-^^■■一 (? i+も） （0 < S i< l )

の 2式によって表わされる。ただし，び' はん, 'の時間に、関する変化率でもる。

ここで，各部門の資本ストックの時間変化率が労働の成長舉に等しくなるようない.わゆる「均斉 

成長径路j を考えよう。そうした径路の上では，各部門の1 人あたり資本ストックは一定め値をと 

り，（4 .1 ), (4.2) より

(4.3) S2i/2= («+5i)も

(4 .4 ) Si?/i== (n + も)も

となる。これにと< なって相対価格や各部門のレント. 貧金比率など,体系の他の変数もそれぞれ 

定常値をとるものと考えられる。こうした均斉成長径路がはたして安定的かどうか，つまり（4.1)，

( 4 . 2 )に示される蓄積メカニズムの下で，任意の（fc i,も!）から出発した経済が時間とともに均斉成 

長径路に接近していくかどうかについて検討を加えるのか本節の課題である。 ，’

(4 ,1 ), (4.2) を微分すると

(4 .5 ) dg\—~ ^ ^ {y z '-k d  ■

(4.6) dg2 ニ'^^^  ("9广 を 2)

のようになる。安定性の問題を解明するには， 1 人あたり資本スト、y クの時間に関する変化率の微 

小変化を示す（4. 5), (4. 6 )の両式を書きなおして，資本ストックの变化率€i，も のみによる表現に 

変えなければならない。その目的を念頭において，まず生産国民所得と稼得圉民所得との恒等関係

(4 .7 ) +  +

に注目しよう。これを微分すると

( 4 . 8 ) ル(やl +  i t i ) + ウ2(や2 +  /ら）+ ヴ (め+ ねニム (タ》+ 么）+ ム(仇+ ド2)=ズ

のようになる。ただし，みは第 :r 部門の生摩額の国民所得に対する比舉，'も/力，かは第ゴ部門の 

資本利潤が国民所得に占めるシュア (T iK jlめ (5. ニI , 2) , さらにめ^は労働所得のシュア（如ん/力で 

ある。 ここで，前出の' (2. 7), (2. 8 )の両辺にそれぞれん，ス2を乗じ，加えもわせることにより

( 4 . 9 ) ク1や1+ルや2+ル*̂  ニム力1+ ム於

という參式が導かれる。各要素の国民所得に占めるシアでウェイトされた報酬率の変化率の加重 

平均は，各部門の生産額のP1民所得に対する比率でヶュイトされた価格の热匕率の加重平均に等し 

いということである。（4 .め と （4. 9 ) から，

(4 . 1 0 ) + ん  it~2 + ん  ニ  ム ナ 1

— 25(2^5) ~
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と書くことができる。これは，各要素の賦存量の変化率の加重平均が，各部門の生産量の梦化率の 

加重乎均に等しいことを示している。（4.9) がいわぱ価格面の譜変数の変化にひとつの制約を加え 

るものでもるのに対して，（4,10)はその数量面の諸変数の変化を規制するものといえよう。 

ところで，んみ没の間には

0i + 62-\-0l ^ I

という関係があるから，（4 .1 0 )を 1人あたりの変数のタームで書きあらためると

(4.11) ルーんニ 一■«?1(仏ーか) ー ?̂2(んーぶ2) _<?£ん

(4.12) y\一ん==>?2(2/i—仏) +  タ1(ぶ，一ら) 一djci

のような表現を得る。ここで，前出の（3 .4 )と （3 .5 )から’相対生産量の変化は

(4.13) か一かニ
び/> + び<S{ (も一 ね  一 ル 一 を ル ) ひシ1+ん2ぶ2) I

によって表わされることに注意すれぱ， （4.11) , ( 4. 12) は結局

(4. 14) ルーん ニー/'*，1么+ 7^2 ぶ2

(4.15) 2/1 一 2\ k \ ~ r  zzkz 

という形になるであろう。ただし，

ハ1= め +も+ —キ (| > 广| ^ 2) ]

P  12 =  02+' -び1 び 2
>)]びの め 2

みニめ+ん+ H > + キ ( I f fめ一I f び2)]

でもる。これらがいずれも正の値であることは容易に確められる。ま た ,

(4.16) A i > T V ;  / V > A ,

という不參式が成立することに注意しよう。なぜなら

(4.17) / v - r , 2ニ ゥ ム ー ま ( 1 ^ め セ め )

(4.18) r " - r "  ニ タ ま ^ ( 1 ^ び1 一 び り

であり，

んニ' ^ も1ニ' : ^ み2

という関係から
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r  I I—r  12^ jz

r "  一 r " 〉

んぴs OrA .

(び《 + ぴ び ，

___________________0 1 / i

(びの+ びs) j  Ozz ^

と書けるからである。

さて，（4.14), (4 .1 5 )を （4.5), (4. 6 )に代入すれぱ， 1人あたり資本ストックの時間に関する変 

化率が，現存する資本ストックの変容によってどのような影響を受けるかを示す式が導かれる。

(4 .1 6 )の不.式と併せて

(4.19)

あ る い は .

び1 ニ 0 r  12>1>A i k.
I  22

1 ニニ 0

な2 ニ 0

(4.20) i f

というぎ実が見出される。 1 人あたり資本ストックの時間に関する変化率をゼロに維持するために

は，その部門に‘現存する1 人あ/:f りストックが増大するとき，他部門のそれをより以上に増大させ

なけれぱならないとい，うことでちる。

この関係を幾何学的に示したものが第2 図の 2 つの曲線である。因の正象限の各点は， 1 人もた

り資本ストツクのある組合せ（も，k d を表わしてい

る。曲線Ctoは，第 1部門の1 人あたり資本ストッ

クの時間変化率がゼロとなるような，O c i ,h )の軌跡，

また曲線06は，第 2 部門の1 人あたり資本ストック

の時間変化率がゼロとなるような（も，た0 の軌跡で

ある。両財の生産に資本ストックの利用が不可欠で

あり,各部門で最初に投下される資本の限界生産力

が十分に大きければ， 2 0 の曲線は図のように原点
(12)

から出てただ1 点 E でまじわるであろう。 a  20)か

た：I

クの組合せ（も*,

ら明らかなように，原点から任意の半直線を引くと，

曲線0(1を上から截り, ilil線 O bを 下 か ら截る恰好に

なっていなけれぱならない。両曲線の交点E に対応する1 人あたり資本スト 

も2 * )力，S この経済の均斉成長径路を表わしていることはいうまでもない。

(4  5), (4. 6), (4 .1 4 ),そして（4 .1 5 )を参照すれぱ，経済が均斉成長径路からはずれた点から出 

発するとき，各部門の1 人あたり資本ストックは，図中の小さな矢印によって示される方向へ時と 

ともに動いていくととが知られよう。したがって，E 点の表わす均斉成長径路は大城的に安定であ

注 (12) この場1あ 原点の近傍でl«i線 0ろのI®斜はfill線 Otiのそれよりも急になると考えられる。

— 2 7 (2 6 7 )——

そ
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る。すなわち，どのような（も，た0 が初期点として与えられても，この励学的レオンティユレ体系 

は，時間を通じてE 点の組合せ（も* , も* ) に限りなく近づいていく。図中のルートA B E は，その 

ような接近の道筋を例示したものである。 .

5 成長の黄金律と亦代替定理

均斉成長径路上の1 人あたり資本ストックは，いうまでもなく各部門の貯蓄率に依存してきまる,

(4 .3 ), (4 .4 )から，均斉成長径路の変動にともなう諸変数の変化は

(5.1) yz—kx '§2

(5. 2 ) か一4 ニーあ ■

という関係を充たさなければならない。（4.14), (4 .1 5 )と併せると，これは

(5.3) - r  11̂ 1-h 7̂ 12̂ 2= — 2̂

(5.4) 7̂ 21ぶ1 一/^2‘ニーも 

と書ける。これらは

(5.5) んニ も+ A s  あ）

(5.6) k z = —^(jr 11̂ 1 +  /̂ 2i ẑ) 、'.

のよう解くことができる。た だ し ’

A —V  l lF  22 一P lz T  21^0

である。したがって，各部門の貯蓄率の上昇は，均斉成長径路上のゐ1*, A；2* をともに増大させるこ 

とがわかる。（4.14), (4 .1 5 )から相対生産量の変{匕をもとめると 

- ( 5 . 7 ) かーかニ ー{1 一 +/''21)}ぶ1 + {1 —(/'*22 +  /'*12)}ぶ2 

のようになる。これに（5. 5)' (5. 6) を代入しの定義を用いて盤理すると 

(5. 8) ih— を2ニーn  1§1 斗 17ぷ2 

を得る。ただし

仏  + ' ^ | ? ^ ぴ1 - I f  び2 )}

仏二てびよ ) ▲ - - - ' I f  め) } ' ‘

で，いずれも正の値である。とれより，各部門の貯蓄率の上昇は他部門の相対生産量を高めること 

が知られる。需要条件（3 .3 )の下では，相対生産量の変化は相対価格の逆方向の変化を生み出すの 

で，各部門の貯蓄率の上昇は, 他部r*iの生産物の相対制格の下落をひき起すであろう。

このととは，第 3節で論じた国際分業原理とのかかわりで，つぎのように解釈するととができる<
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いま， び国と/?国という2 つの国を考え，商® が同じ需要関数と生産関数をもっているものとする。 

この両® がともに均斉成長径路上にある状態で資易する場合を考えよう。び国の貯蓄率を《/， 国 

，のそれをs / (ゾ= 1 ,2 )で表わし，

sr^Si",S广 •

でありて，すくなくともひとつの不等式が狭義になりたつものとすれぱ，《国は第1 財に, J9国は 

第 2財に比較優位をもつことが知られる。このとき，ま寸鎖経済の均衡を比較すると， ( 5 . 8 )から，

« fflめ第 1 財の相対生産量は0 国よりも多く， したがってその相对価格は]5国よりも低くなってい 

なけれぱならないからである。

このように，各部門の貯蓄率が変れば， 1人あたり資本ストック（も* , た2*〉をはじめ均斉成長径 

路上の諸変数が変化する。そこ 't h 人々が両財の消費から得る効用, すなわち1人あたり実質所得 

を最大にするような均斉成長径路の特徴について考えてみよう。 1 人あたり美質所得がが， 1人 

たり消費量も0  =  1,2 )のみに依存するもめとして，

(5. 9 ) な二な(c», Cz)

と書くと，そ の 微 小 変 化 は ’

(5.10) C?" ニなic?Ci + な2ofc2

によって示される。. ただし，なゴは関数のに関する偏微分でもる。人々が2財の価格と可他分 

所得 .(所得から貯蓄を差引いた残り）を所与として，実質所得を最大にするように消費量を決めるも 

のとすれぱ

( 5 . 1 1 ) u.j=jupj " = 1 ,2 )

という等式が成立すろ。ここで，パは所得の限界効用でちり，人々が両財の消費に飽和していない 

かぎり，正の値をとる。（5 .1 1 )を （5. 9 ) に代入し，後者の両辺を ;《(卯/1+7»22/2)で除して書きなお 

すと

(5.12) ぬ ニ ス + ス  も

のようになる。ただし

ぬら-
dti

/i (りl2/l + り2が2)

であって，関 数 が 1次同次であれば，実質所得の変化第を表わす。 -

他方，均斉成長径路の变動にともなう消費量の変化は，（4.3), (4.4) の関係を用いて

(5.13) di ニ' ^  (か 一 Siぶ2)

( 5 . 1 4 )ど2 ニ タ2—S2 ぶ1)

と表わされる I：こで，（4‘ 14), (4.15) かを
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(5.15) ^1—S i4 = A i^ i+  (1—Si—A i)^ 2  

(5 .1の か 一  S2 んニ（1—S2 -  A z )ぶ，+ ハ 2 ら 

である。これらを（5.12) に代入して整理すると

(5.17) ☆ニ ひ，/"*2l+i?2(l — S2 — ■Tu)}ぶ1 + ひ1(1—5, 一/*22) +  ム/""la}ぶ2 

を得る。したがって， 1人あたり実質所得が最大となるような成長径路では

スl/\l+<^2(l —  S2—  /''11)ニ0 

ん(1ー31— /\2) +/^2/'\2ニ0

め 2 式が充たされることが必要である。前節で与えたr ,ゴの定義を思い出せば，これらは

(5.18) XiSi~02 .

(5.19) XzSz=di

という簡明な条件に帰着することがわかる。均斉成長径路の条件（4. 3),

ザすると

(n+(5i)?)i=r2 '

( " +も）??2 ニ Tl

，となり，まとめて

(5.20) ^ ~ d i = n = ~ —dz 、

'のように書くことができる。つまり，両部門のネットの資本利子率がともに成長率に等しくなって 

いるというととでちる。これは，「成長の黄金# Jと呼ばれ，マクロ成長理論で最適成長均衡を特徴 

づける資本蓄積のルールとして知られている。（5.18 )は，フェルプス（1%1)’ ロビンソン（1962)な 

どによって論じられた結果を複数の異質的資本財をふくむ現在のモデルにま然に拡張したものとい 

-えよう。

ところで，成長の黄金律が充たされているものとして，（5 .2 0 )を前出の（2.4), (2.5) に代入し 

て整理すると

(5.21) a i r ^  +  Cf'M: 

(5. 22) «22*~■■■

n+di
T2

Ti
n+d i

を得る。これらは，両部門のレント• 質☆ 比率を未知数とする連立方程式にはかならない。 こ こ で  

-資本利子率一定の条件 '

か…デ2 ニタ2— や1ニ 0

を (2.7), (2.8) に代入すると

. め1(め一や1)一（め一や2 )= 0

30(270)
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(•1?)ーや1)ュん2ら̂ )ー'?'2) ニ。

となる。この両式の係数行列式は（1 一 と正であって，連立方程式（5.21),(5 . 22) の解は一̂ 

義的であ(1)。 したがって，相 対 価 格 や 生 産 係 数 の 値 も  一̂義的に定まることがわかる。これは， 

森 嶋 （1965)どよって論じられた励学的非代替定理の特殊ヶースである。

第 3 図は,この非代替定理のひとつの帰結を示し 

たものである。就軸に 2/1,横軸に y 2 を測ることに、

すれぱ，黄金律の下での生産可能性は，直線 S T に 

よって表わされるであろう。モデルの生産係数Ct.i 

は，各部門の生産関数の代替可能性によって，本来 

可変的なものであるが，成長の黄金律の下では，外 

生的に所与の労働の成長率のみに依存する一定の値"ひ 

に固定してしまう。その値をみi で示すと，可能な ’

生産の組合せQyuが2 )は，労働の完全雇用条件（2.

3) によって

diAy、+5̂ L2y2 =  l

という関係を充たさなければならない。図の直線S T はこの関係の幾何学的表現にはかならない。 

直線 S T の截片1/わ2, m i A は，それぞれ黄金律の下で最大限生産可能な第1財，第 2財の量を表 

わしている。また，S T の勾配の絶対値パよそのときの第 1財の相対■価格でもる。このように, 

黄金律が充たされる世界では，労働価値説が妥当し，財の相对価格が，両財に対する需要のいかん 

にかかわらず一定であることがわかる。需要わ変化は，ただ両財の生産量の変化を誘発するだけで 

ある。ここに，生産の技術的条件と労働成長率を等しくする2 つの国がちるものとすれば，需要面 

で互いにどんなに違っていても，黄金律の下での均斉成長径路では，両国はまったく同一*の，線型 

の生産可能性に当面することになり，そこに賀易の誘因は存在しないといっても同断であろう0

6 内 部 蓄 積 の 理 論 ‘ ’

前 2節では，モデルの*励学化のために，各部門が他部門の生産にかかる資本財を必要とするもの 

.と考えた。 しかしこうしたレオンチィユフ流の想定は動学化の唯一の方向ではない。そのもうひ 

とつの方)^0として，各部門が生産物の一部を内部に蓄積し，特殊耍素として用いるという想定が当 

然可能である。各部門が産業に対応しているとしても，あるいはまた地域に対応しているとしても， 

その資本形成は， しぱしぱ自前で，すなわち肖己生産物の留to：を通じて達成されるとみるのが現実

注 (13) ニ 陪堂 (1968). 380ページ参照。
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的である。本節では，このようなま業ないし地域の内部蓄積による発展の譜問題を考察することに 

しょぅ。

前と同様に，第コ' 部門は，その生産の一*定割合み- を貯蓄するものとする。 ただし，他部門にそ 

れを投資するのではなく，自己の資本ストックの補填ないし拡張にあてると考えよう。ぎ働の成長 

率れや資本の損耗率もはふたたび足数でちる。このとき，新しい資本蓄積のメカニズムは

( 6 . 1 ) か し 一 ( " + も）

(6 .2 ) Qi - §2?/2 ( " + み）

のように定式化される。均斉成長の条件は

(6.3) S，が1 ニ (72 + も) た1

(6.4) SiVi— (n+^2)fe

やある。つぎに，（6.1), (6 .2 )のま化形をも,とめると

(6.5) d g i^ -^ ^ (y i—ki)

(6 .6 ) dgz' 0̂ 2 —-kz)

を得る。右辺のか，仏 を消去するには，（4.14), (4.15) から導かれる

(6.7) か一ん ニー（1 一/^l)ぶ1+ (1—/"*22)ぶ2 

. ( 6 . 8 )んー 2̂ニ（1 一 ぶ I一 (1 一jTi2)ら 

というま現を代入すれぱよい。ここで，

( 6 . 9 ) 1一/"*21〉 0 ; 1 一r  12^0

であることは容易に確められる。 したがって，均斉成長径路の局所的安定の必要十分条件は，（6.7), 

(6 - 8 )の係数行列式が正の値をとること，すなわち ’

(6.10) ニ（1一厂21)(1—A O  —（1 一 A i ) ( l —/V )> 0  
(14)

ということでもる。 ここで

( a  1 1 ) ( i - r „ )  ( i - A a X o

のとき，あるいは ' .

( 6 . 1 2 ) 1 一 jTV>0 ; 1 - /**22>0 

のときに，（6 .1 0 )が先たされることはすぐわかる。とりわけ，あとの場合 

1 一/'*">1 一jT22 > i ' ~ r 11 

となるととを者慮すれぱ，第 4 節とまったく同様にして，均斉成長径路の大域的安定性を論証する 

ことがTH*能である。A i と r ! 2の定義から明らかなように，(6 .1 2 )は，需耍侧の代替の弾力性びのが 

注( 1 4 )このとき，（6.7), (6 .8 )の係数行列の# 性根は色の实部をもつことになる。

'  32(272)

貿 易 と 成 長 の 理 論

供給側のそれびSにくらべて十分に小さい場合（たとえぱび/>=0となる場合）になりたつといえよう。 . 

第 4 節の動学的レオンティエフ体系との主要な相違は，均斉成長径路の安定性が無条件にはいえな 

い点にをる。実際， （1 一r n ) と （1 一/ V )の両方がともに資の値をとらないという保証はなく，こ 

の同方が負となるとき，（6,1のが充たされるという保SEはないからである。

さて，安定条件（6.1のを仮定して， 各部門の貯蓄率の変化が， 均斉成長径路上の1 人ちたり資 

本ストックや相対生産量におよぼす彩響を調べてみよう。現在の設定の下では，これは，もる産業 

ないし地域の内部蓄積努力がその相対的地位に究極的にどのようにかかわっているかという問題で 

ある。（6.3), (6 .4 )を微分して，（6.7), (6. 8) を使うと

( 6 . 1 3 ) — (1 一 7"*21)ん +  (1— 八 2)ん t  一ん

( 6 . 1 4 ) ( 1 一 j T n ) 么 ー （1  一 j T i 2 ) だ2 ニ ー も  

を 得 る が ， こ れ は

(6.15) ぶ1 ニ• ^ { ( l  一/\2)も +  (1—厂22)あ}

(6.16) I c 2 = -^ i0 -~ r  i i )s i+  ( I —/' 21) 82}

のように解ける。したがって，（6.9), (6,1のから，各部門の貯蓄率の上昇がその部門の1人あた 

り資本ストックの増加に導くことがわかる。前節と同様にして，相対生産量の変化をもとめると

(6 .1 7 ) .仏一:ニルも一めも

という形に書ける。ただし 

珍，I— '.'ダ0 トム- * ^ び1 - ' I t 'ぴ2)}
(び D + ぴ13)0'̂

歡2 ニ^ ^ ^ {も +  告 ( ^ > - を-び 2)}

で，いずれも正の値でる。各部門の貯蓄率が上昇すると，その部門の相対生産量が増加すること 

がただちに認められよう。このとき，需要条件（3 .3 )の下で，その部門の相対価格が下落すること 

も明らかでもる。

ここでまた， 0：国と/?国という同質的な2 ■ にっいて，それぞれの均斉成長径路上の相对倾格を 

くらべてみよう。今度は .

Sl*^Sl^, S2"^S2^

であって，すくなくともひとっの不等式が狭義になりたっ場合に，び国は第1財に， 国は第,2 財 

に比較優位をもっということができる。このように，動学的レオンチィユフ体系の場合と同じく， 

国際分業バターンの決定耍因として，各部門の貯蓄率の大小関係が重要でもる。しかも今め場合， 

各部門の貯蓄率はその内部蓄積努力の指標と考えられるため，これは一層直観に訴えやす、、結渠に 

なっているととに注意しよう。すなわち，《国の第1 部門の内部蓄載努力が/?国のそれにくらぺて

 33(273) ~ ~ ■"
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大であれば，他の条件に異同がないかぎり, び国の第1財の相対生産量は/?国よりも多く，その相 

对価格は/?医!，よりも低いというわけである。

人々が2財の消費からひき出す満足を最大にするような均斉成長径略では，前節の結果と同様に, 

各部門のネットの資本利子率が労働の成長率に參しくなっていなけれぱならない。実際，均斉成長 

径路上の1人あたり消費の変化は, (6. 3), (6. 4) から ,

(6.18) 6i — Siki) > '

(6.19) を ニ- ^  (か 一 Sz ぶ2)

のように表わされる。前出の（5 .1 2 )にこれを代入し，（6.7), ( 6 .8 )の関係を参照すれぱ， 1人あ 

たり実質所得の変化は .

.(6 .2 0 ) ☆ニ [ん — S i)+ ；̂2(1 — A 0 ]么+ [y M l* -A 2 )  +>?2(ri2 — S2)]i^2 

と書くことができる。 t すこがって,美質所得が最大となるための必要条件は 

ん CT'21 一 Si) +i?2 (1一Z'n) ニ0

ム（1 一/̂ 22) +i?2(/^2 — S2) ニ0 ■

でもる。A y の定義から，これらは

(6. 21) ニめ 

(6. 22) XzS2ニQz

という関係を'奪味していることがわかる。（6.3), (6. 4 )を用いて（6. 21),(6 . 22)を5 らに書きあら 

ためると

(w+5i)??i=n ' . ‘

( « + み) 592 ニ ■

すなわち

(6.23) ^ — 1̂=  — ろ2
Vi Th

を得る。これが内部蓄積モデルの成長の黄金律であることはいうまでもあるまい。

黄金f拳が充たされている場合，モデルの生産係数(Itリが， 需要関数のどのような偏りからも独立 

に，一定の値をとることも前節とまったく同様である,。いま，（6. 2 3 )の結果を（2. 4), (2, 5) に代 

入すると

(6. 24) +0.£1 T\

(6. 25) 6̂ 22*™ +  (lh2 ニ

という等式になる6 ととるで，とれらはそれぞれただ1つの未知数r'lw , r^ lwをふくむ方程式と考

34(2/4)
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えることができる。資本利子率が任意の定数であるとき

か一や1ニル 一 ニ  0

-となり，（2.7), (2.8) と併せて 

み 1(ゅ一ゃ0 = 0

<?ム 2(ゅ ー や 2) ニ 0

を得る。したがって，（6.24), (6 .2 5 )の解はいずれも-^義的でなけれぱならず，それに対して相 

対価格や生産係数の値もただひとつ定まることになる。本節のモデルはレオシチィエフ型ではない 

.のに，このように動学的罪代替定理が妥当するのは極めて興味深いことのように思われる。

7 土地供給と経済成長

動学的レオンr ィュフ休系にしても内部蓄積モデルにしても，以上ことり上げた成長経済の離型 

:に共通する特徴は，労I動以外の生産要まがすベて生産を通じて増大可能とされていることである。 

したがって，その供給ir;単なる物理的生産以外の要因によって規定されるょうな生産要素について 

の考察が欠落していることに注意する必要がある。もちろん，とれは以上の分析ばかりでなく，い 

わゆ る 「新古典派J の成長理論にひとしく認められる制約でもる。ヒックス（1 % 5) も強調している 

ょうに，「一定の生産技術の下で，経済が成長均衡を維持し得るのは，土地供給が豊富ゼある場合 

.にかぎられJ , 「この点を無視してかかることは， リカてドオではなくスミスにしたがうことJ であ 

本節では，いままでと大いに趣向を変えて，生産要素として土地を明示的に組入れた成長摸型 

を考えてみることにしたい。 ， シ

そのため，モデルの第1 部門は純粋な消費財を生産し，第 2 部門は純粋な資本財を生産するもの 

としょう。その際，第 1 部門は特殊耍素として第2 部門で生産された資本財を用い，第 .2 部門は特 

殊要素として土地を用いるものと考える。しかし，これを第1 部門では生産に土地がまったく使用 

されないというふうに狭く解釈する必要はない。というわは，そこで用いられる資本財の内容に産 

業用の土地をふくめて考えることが可能だからである。この場合，第 1 部門は，労働と普通の土地 

を用いて，産業用の土地と生産設備が固定比率で組合せられた合成財（プラントのょうなもの）を生 

産することになる。もし土地供給がスム一ズに増大できれば，新rお；!派的な均斉成長が達成可能で 

あろうが、それが不可能な場合，技術進歩がなけれぱ，士地収獲の適減を通じて，古典派的な定常 

状態がしのびよるであろう。

法ひ5 ) ヒックス（1965〉,134ページ，また，r収樓適减以前の知的に無邪気な状態に庚ることは愉快な行為ではないJ ともい 

，ている. ’
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《土地増大の経済学>

一般に， i ：地は生産することのできる要素ではなく，生産を通じてその供給を増やすことは不可■ 

能でもる。しかし，かつての北アメリ力や現在のアフリカのょうな未開の経済の場合，奥地の開発 

を通じて土地供給の増大を達成するととができる。また，今日の日本のょうに物理的な意味で土地 

供給の増大があまり期待できないょうな場合でも，その利用方法の改參を通じて,土地供給のま会 

的増大をはかることが可能かもしれない。ここでは，効率単位で測った土地供給の増大率が第2 部 

門のレント，賃金比率に依存してきまるという単純な仮定を設けるととにしょひ̂’。 このとき，各部 

門の特殊要素の時間変化率は ■

( 7 . 1 ) . g iニモ'— (w+di)

( 7 . 2 ) び2ニ ん "  ‘

のょうに表わされる。た だ し 関 数 /みぐ* ^ ) の値は士地供給の増大率であり，

(7.3)

と仮定する。つまり地代が貧金率に対して騰貴すると，効率単位で測った土地の増大率が上昇する 

ものと考える。第 4 節と同様，労働の成長率れと第 1 部門の資本ストックの損耗率もは正の定数  

でもる。 （?.1),(7.2)ょり，均 斉 成 長 径 路 で は 、

(7 .4 ) 2/2 ニ 0^+も)も

(7.5) k ( j ^ ) = n

という関係力':成立しなけれぱならない。

例にょって， （7.1), (7.2) を 微 分 す る と ’

(7 .6) ,

(7.7) dgz~h(Tj{(f'2~^) 、

を得る。ただし，び,，は，土地供給の増大率の地代，賞金比率に関する弾力性であって， （7. 3)から 

みび/，> 0 である。前出の（2.14). (2.15) を用いれば  ,

(7.-8) — —"0/2— h )

という等式が得られる。したがって，（4.14), (6. 8 )の紹果を考慮すると，（7,6), (7. 7) は

(7.9) dgy =  ̂ { — r  ii/Ci +  ̂ 12^2)

注(16〉 土地の物JM的if1大が不可能な場合，これは，策 2细門に土地増大的な技術進ホ機桃を想定することにひとしい。技街

進步率がレント. 货金比率によゥて決足されるという，意5おで，この機構は認発的なものである„
• ►
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(7.10) d g 2 = - ^ ^ [ iX -~ r  11) ( 1 —^ 12)^ 2)

の > うになる。ここで，右辺の係数行列の対角要素はいずれも負の値でもる。また，係数行列の符

号は，

r n ( i —i V ) —A 2 ( i - A i ) ニ A i  - / V > o

によって，正に確定する。これは, （7 .4) ,  (?.5)によって示される均斉成長径路の局所的安定性を 

意味するものでちる。特に，雨財の需要比率が相対価格に対して感応的でなく，ぴ/^がゼロになるよ 

うな場合，r n の定義から明らかに1 一A i > 0 であり

r \ \ ^ r  1 2 , 1 — j T i 2 > i  -

という事実と併せると，第 4 節と同じ方法で均斉成長径路が大域的にも安定でちることを確めるこ 

とができよう。

く内生的労働供給の理論>

(7 .1 ). (7 .  2 )に示さ.れる成長のシ:n — マは，土地供給の増大可能を前提としている点で，すぐれ 

て新古典派的なものであり，均斉成長達成のメカニズムを内蔵するものといえよう。これに対して， 

古典派が前提したように，土地供給の増大に限度があるものとすれぱ，一定の生産技術の下での労 

働人口の増加は土地収樓逾減の壁にぶつか.り，チi 働生産性の傾向的低下をもたらすであろう。そこ 

で，今度は土地供給を不変とし労働の増加率が1人あたり消費量に依存するという仮定の下で， 

成長率ゼロの均衡状態，すなわち定常状態の可能性を探ってみよう。これは，（7.1 ), (7.2) の代りに

(7.11) ニ *1^ 一 +  み1

(7 .12) g2=^—n{y\)

という変動プロセスの安定性を考えることにはかならない。ここで

(7.13) 71'(?/1)>0

つまり， 1人ちたり消費量の増大が穷働の成長率を?j l上げるように作用するものと仮定しよう。

定常状態の条件

(7.14) y t—{n{yi) -^di]ki

(7.15) n (y i )ニ0

を考慮して，その近傍で（7.10), (7.11) の微分を評価すると 

' ' (7.16) C?めニも(か一么ーぴJV力0 ,

• (7.17) dgt ニ ー  diONh

となる。ただし，め/ は，労働成長率プラス資本損耗率の1 人あたり消費量に関する弾力性で，仮 

定 （7.13 )によって正の値である。前出の (4‘ 14), (4 .15)から代入するととにより，（7，16), (7.17)は
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(7.18) dffl ニ dl{ 一 (P  U~f <Ta-/̂  2i)^1+[jP 12~Cfn(l~/^ 22) ]/C2)

(7..19) dg2==di{—び - び n O ■ -  

のように書きなおされる。この右辺の係数行列式の符号は 

A i d  -  A 0 + r , 2 A i

のそれと同じである。したがって ’

(7. 2 0 ) 1 一 r " > 0

ならぱ，係数行列の対角要素はいずれも負で，行列式は正となり，定常状態は局所的に安走である, 

たびたび見たように，れ 20 )のタイプの安定条件は，需要側の代替弾力性が供給側のそれに比して 

十分小さい場合に充たされよう。そのような場合，土地供給，資本ストックが一定のまま労働人口 

が増大すると， 1人あたり消費量が減少し, 仮 定 （7 .1 3 )を通じて労働成長率を押し下げるとい> 

安定化的な動きが生じるわけである。

. 8 む す び

資易理論や成長理論に見られるように，今日の応用経済学の諸分野は,へク シ ヤ ニオリ一ッ型 

の 2部門モデルに少なからず依存している力；，この現状はかならずしも好ましいものではない。ま 

ず第 1 に，同モデルによる主要な分析結果は2襄素の仮定とともに'たちともに倒れるものが多く，

しぱしぱより一般的な状況への拡張が困難である。第 2 に，同モデルの応用によっては十分に究明 

できない問題群が未解決のまま放置されていることも見逃せない。たとえぱ，賀易理論との関連で 

は，各産業部門で固有の生産要素が用いられる場合，比較優位の決定要因とし't 何が重要かという 

問題がそれである。また成長理論との関連では，複数の異質的な資本財が存在する場合，均斉成長 

径路の安定性が保証されるかどうかという問題や，労働と資本のほかに第3 の生産要素とレて土地 

が無视できない場合，経済成長のメカニズムをどう考えるかという問題である。

本稿では，ジョーンズニチミン流の2 部門 3要素モデルを用いて，これらの譜問題の一部を検計 

したわけである。とりわけ，このモデルの動学化を通じて新しい成長理論を展開するととに努力し 

たが，意に3teたない点が多々残されている。第 4 節 ' 論じた動学的レオンチィエフ体系にしても，

第 6 節の内部蓄糖キデルにしても，その資本形成のメ力ニズムにやや不自然な点があるととを;?定 

できない。どちらの場合にも，各部門の坐ま量が総合的な需給のバランスを通じてまずきまり，そ 

の一*定割合が替粮されるものとしている。こうした想定は，人々の投資行動を資本利子率の動きか 

ら切り離し，たんに習慣とか惰性の結果として割切るものであり，納得のゆく仮-説とはいえない。

, この点に関速して，各部門の生ま量が，資本利子率を部門間で平準化するような水準にきまり， 

その- •*部が蓄積されるものとして，まったく違ったタイプの成畏モデルを考えてみたととろ，動学

■ —— 38(275)——
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的レオンチィュフ体系については均斉成長径路の大城的安定性がいえることがわかったが，すでに 

予52の紙数を解過しているので，詳細は省略する。この仮定の難点は，人々の生産物需要をその使 

用価値ではなく’ もっぱらその資産価値と関連づけていることである。いずれにしても，人々の消 

や投資について一層合殖的な行動仮説を用いるべきことはいうまでもあるまい。ジョーンズニチ

ミン•モデルの射@1?巨離にありながら，今回あえてi り上げなかった種々の問題 たとえぱ技衛

進步や課税め効果, 部門間資金格差の影響など— と併せて，, ひとまず他日の課題としておきたいi
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外 部 性 と 競 争 均 衡 の 存 在 :

長 名 寛 明

この論文の目的は, Arrow-Debreu型の一般均衡モデルを外部経済，不経済を考慮し得るように
(1)

拡張したものについて均衡点の存在証.明を与えることである。選好関係における外部性のみを考慮 

したモデルに対しての均衡点の存在証明はMcKenzie〔7〕によって与えられ，更に生産における 

外部性を考慮したモデルについてはArrow-Hahn〔 2〕による証明がある。本論文では選好関係， 

消費可能性，更に生産技術のそ'れぞれの内部また交叉的な外部効果をすべて考慮したそデルについ 

て考察する。均衡,^の存在証明の方法としては， Debreu〔4〕に基づくものとArrow-Hatm〔2〕 

に基づくものの2種類が考えられるが，われわれの目的のためには前者の方が適当であるように思 

われる。後者は厚生経済学の基本定理を利用する点で興味深いが，後に指す帝するように若千の難点 

を持っている。Debreu〔4 〕の方法は外部性を伴う場合へのま然な拡張を許容する点で非:常に優れ 

ているといえる。 •
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1. 定 理 の 叙 述

« 種類の財，W人の消費者， ^̂ 人の生産者から構成される経済を者える。財の集合，消費者の#5 

合，生産者の集合を，それぞれがョ { 1 , I ) ,  1 = {1 ,  m), / M l, 71 )と書くことにする。

I 次 元 E u d id空 間 を 財 空 間 と み な す 。 消費者 i の消費はR! 0 1 点 めによって表わされる , 

ここで正の成分は通常の消費量を表わし,負の成分はその財を当該消費者が供給していることを表 

わす。生産者 i の 生 産 は の 1 点 2/,.によって表わされる。 ここではIEの成分は産出量を，負の 

成分は投入量を! ! ‘わす。がニ( O h , がJ を消費配分，リニ(yu 2/ „ )を生産配分， y ) を状態と 

呼ぶことにする。各 i e  J に対して a；,i‘ (ョ0»，， X i~ i,め+1,…，a；m ) と書くことにし， Uf<, 2/〉を 

消費者ぶの情況と呼ぶ。同様に各 J f e / に対して, リ…ミ Uji, ‘ •'，y j-u  Vj*u ‘ .，，Vn )と書き，

を生産者ブの情況と呼ぶ。

* 本稿の作成にちたり，松永記念科学振则財0 より研9セ費補助を与えられた。ここに記して謝意を1?̂した、、， 
注（1 ) Arrow and Debreu〔1〕を参照。
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